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～市民・市が一体となった災害に強いまちを目指して～ 
防災まちづくり 

養 父 市 地 域 防 災 計 画 
ダイジェスト版 

計画の目的 
地域防災計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、養父市防災会議が作成する計画であ

り、養父市民の生命、財産を災害から守り、地域の復旧及び市民生活のいち早い再建を図るための

計画です。 

地域防災計画とは 

計画の構成 
計画は、活用しやすくするため、「総

則・予防計画編」、「災害警戒、応急、

復旧・復興対策計画編」及び「資料編」

の 3 編で構成されています。 
防災ビジョン～基本理念～ 

１ 災害に強いまちをつくる 
２ 防災施設・設備等を整備・

強化する 
３ 防災力を向上させる 
４ 実効性の高い警戒・応急・

復旧対策計画を確立する 

計画の基本方針 

１ 想定される救援・救助を要する事態や被災者の要望に

対し、行政機関相互の役割分担、連携・協力を具体的に明

記した計画とする。（「公助の原則」の具体化） 
２ 市民・事業所の担うべき役割分担・努力目標を可能な限

り全ての項目に関して、明記した計画とする。（「自助の原

則」及び「共助の原則」の具体化） 
３ 要配慮者に対する優先的な救援・救助対策の実施、特殊

な配慮を必要とする対策を具体的に明記した計画とす

る。（「共助の原則」の具体化） 

養父市地域防災計画 総則・予防計画編 
災害警戒、応急、 
復旧・復興対策計画編 
資料編 
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県の地震被害想定（平成 21～22 年度実施）によれば、本市に最も大きな被害をおよぼすと予想される地震

は養父断層帯地震です。               
近年、本市が最も被災した風水害・土砂災害としては、平成 16 年 10 月の「台風 23 号災害」があります。             

・養父断層帯地震による養父市の被害を下記のとおり予測 

最大震度 
建物全半壊数 

（棟） 

建物焼失棟数 

（棟） 

死者数 

（人） 

負傷者数 

（人） 

避難者数 

（人） 

６弱 958 1 5 49 516 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1 地震による被害想定 

      １ 総則 

養父断層帯 震度分布 
   ７ 
   ６強 
   ６弱 
   ５強 
   ５弱 
   ４以下 

1-２ 風水害・土砂災害等による被害 

・台風２３号に伴う内水氾濫や土砂災害による主な被害は、建物被害は全半壊数 143 棟、床上浸水 45 世

帯、人的被害は軽症者３名 

・市では、洪水や土砂災害等による人的被害を軽減するため、洪水浸水想定区域や、がけ崩れや地すべりな

どが予想される土砂災害警戒区域、指定する避難所等を示した養父市ハザードマップ（地域自治協議会単

位）や養父市防災マップ（行政区単位）を作成 

※上記マップは市ホームページに掲載していますので、ご確認ください。 

養父市ハザードマップ・養父市防災マップ 

 https://www.city.yabu.hyogo.jp/kurashi_tetsuzuki/bosai/4/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 養父市ハザードマップ（地域自治協議会単位） 養父市防災マップ（行政区単位）

ホームページ

ＱＲコード 
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市民は「自助」及び「共助」の精神を踏まえ、次に掲げる事項の実施に努めます。 

                   
事業者は市民と同様に、「自助」及び「共助」の精神を踏まえ、次に掲げる事項の実施に努めます。               

1-３ 市民の責務 

1-４ 事業所の責務 

共  助 

① 食料、飲料水、生活必需品提供事業者など災害応急対策等に係る業務に従事する企業の、市・

県等との協定締結・防災訓練実施の協力 
② 災害発生時における地域との連携協力及び施設の提供 
③ 市その他の行政機関から提供される防災に関する知識及び情報の積極的な共有・活用 
④ 災害発生時におけるその事業に関連する得意分野での貢献 

自  助 

① 従業員及び事業所訪問者（以下「従業員等」という。）の安全確保 
② 地域の防災訓練等への積極的な参加・協力 
③ 建築物その他工作物の耐震化 
④ 物品等の転倒、落下等の防止対策の実施 
⑤ 必要な資機材及び物資の備蓄 
⑥ 避難場所、避難経路及び避難方法の確認並びに従業員等への周知 
⑦ 災害発生時等、適切な判断による従業員等の避難 
⑧ 事業所における防災組織の編成 
⑨ 防災訓練を実施するとともに、従業員等が積極的に訓練に参加できる環境の整備 
⑩ 防災活動の中心となる防災リーダーの育成 
⑪ 緊急地震速報受信装置等の積極的な活用による従業員等の安全確保と被害の拡大防止 
⑫ 事業所の屋根の雪下ろし、敷地内の除雪等の実施、積雪時の路上駐車を行わない 
⑬ 災害発生時、事業継続のために必要な準備及びその体制の整備 

共  助 

① 市その他の行政機関が実施する訓練等への積極的な参加 
② 相互協力による自主防災組織の強化 
③ 自主防災組織構成員の役割分担の設定による初期消火訓練、避難訓練その他の防災訓練の実施 
④ 自主防災組織活動に必要な防災資機材の整備 
⑤ 防災に関する知識や情報の積極的な共有と活用 
⑥ 災害発生時、負傷者の救護及び災害復旧への協力、要配慮者の援護 
⑦ 可能な限り、要配慮者の協力を得た、あらかじめの要配慮者の現況の把握 

自  助 

① 防災情報の入手による、防災に関する知識の習得 

② 防災訓練、講習会等への積極的な参加 
③ お住まいの建築物の耐震化 
④ 家具等の転倒、落下等の防止 
⑤ 災害時の初期消火、救難救助、応急手当その他の活動を積極的に行うための準備 
⑥ 災害に備えた必要な飲料水、食料及び生活物資（最低でも３日分、可能な限り１週間分程度）の備蓄 
⑦ 災害に備えた非常持出品の確認及び準備 
⑧ 災害に備えた情報の収集方法、連絡先及び連絡方法の確認 
⑨ 避難場所、避難経路及び避難方法の確認に伴う、適切な判断による避難 
⑩ 自宅の屋根の雪下ろし、敷地内の除雪等の実施、積雪時の路上駐車を行わない 
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市は、災害の予防や災害の発生に備えるために、主に以下のような対策を実施します。                 
配慮が必要な要配慮者や避難行動要支援者に対し、以下のような対策を実施します。 

要配慮者 高齢者、障がいのある方、乳幼児、妊婦、外国人など、防災施策において特に配慮

が必要な方 
避難行動要支援者 要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に自分で避難する

ことが困難であり、特に支援が必要な方    

      ２ 災害予防計画 

2-1 応急活動体制の整備・強化 

2-２ 要配慮者支援対策の強化 

・要配慮者の避難支援体制を確保するための地域コミュニティの醸成及び地域の支援体制の整備 
・民生委員・児童委員、区、自主防災組織、関係社会福祉施設、各種ボランティア団体等との連携体制確保 
・市職員、福祉関係者、地域住民等を対象とした研修会開催による要配慮者支援に必要な人材の育成 
・要配慮者に配慮した食料・生活用品等の備蓄・調達体制の整備 
・避難行動要支援者名簿を作成し、庁内関係各課で情報共有 
・本人同意を基本とした民生委員・児童委員、区、自主防災組織への避難行動要支援者名簿の提供 
・避難のための避難行動要支援者名簿の活用 
・避難行動要支援者の同意を得た個別避難計画の作成 
・難病患者等への支援体制の整備 
・社会福祉施設に対し、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や入所者・利用者の安全確保、サービスの早期再開

に向けた取り組みへの啓発 
・外国人の避難のための支援 

・本庁舎の防災拠点機能の強化として水害などによる浸水対策の実

施、本庁舎が使用困難となった場合の代替施設の設定 
・電力や水道の供給停止に備えた市の各庁舎や消防署庁舎、避難所等

となる市立全小・中・義務教育学校へのバックアップ設備整備の計

画的な実施 
・道の駅ようか但馬蔵への防災拠点機能の整備 
・避難に関する緊急情報や気象情報等を配信するやぶ市防災ネットの普及促進 

「やぶ市防災ネット」の概要と登録方法 

 

 

代替順位 代替施設 
第１位 養父庁舎 
第２位 大屋庁舎 
第３位 関宮庁舎 

ホームページ

ＱＲコード 
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市は以下のような避難所等を指定しており、災害発生に備えて様々な対策を実施します。 

避難所等の種類 概要 
指定緊急避難場所    災害が発生した際に、最初に避難する場所 

指定避難所と兼ねた施設もある 
指定避難所    避難所生活を送る施設 

指定緊急避難場所と兼ねた施設もある  
福祉避難所    要配慮者が避難所生活を行う施設 

                  

・指定緊急避難場所に以下の内容を整備 
 指定した施設への「指定緊急避難場所」看板の設置 
 要配慮者に配慮した段差・階段等の解消やスロープの設置推進 
 指定緊急避難場所として使用不可となる災害種別の市民への周知 

・指定避難所に以下の内容を整備 
 要配慮者に配慮した設備の計画的な整備（段差・階段等の解消、スロープの設置、障

がい者向けトイレ・要配慮者専用仮設トイレ、車いす、簡易ベッド、点字案内標識等） 
 避難者の通信手段の確保（ＷｉＦｉ環境等） 
 停電に備えた太陽光発電システムの設置や、断水に備えた生活用水の確保方法の検討 

・福祉避難所への受入れ対象者の明確化 
 受け入れるべき避難者を事前に調整の上、個別避難計画を作成し、要配慮者が福祉避

難所へ直接避難できる体制の確保 
・避難の誘導体制の環境について以下の内容を整備 
 避難情報発令時の避難行動の住民等への周知徹底 

⇒ 立退き避難※１ 、屋内安全確保※２、緊急安全確保※３の

実施 
⇒ 災害種別によっては、避難することが不適当である

避難場所があること 
 一人ひとりが自ら考えた避難行動に移るタイミング（逃

げ時）、避難先、避難経路をあらかじめ記載しておくマイ

避難カードの作成の促進 

2-３ 安全避難・避難所対策の充実 

マイ避難カードについて 
ホームページ

ＱＲコード 
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避難の種類 概  要 
※１：立退き避難 災害リスクのある区域（洪水浸水想定区域等）等の外側等、対象とする

災害に対し安全な場所（指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・

旅館等）に避難すること  
※２：屋内安全確保 立退き避難が最も望ましいが、災害リスクのある区域等にある自宅・施

設等であっても、ハザードマップ等で自ら自宅・施設等の浸水想定区域等

を確認し、上階への移動や高層階に留まること（待避）等により、計画的

に身の安全を確保すること 
※３：緊急安全確保 立退き避難を行う必要がある居住者等が、避難し遅れたために、立退き

避難を安全にできない可能性がある場合、命の危険から身の安全を可能

な限り確保するため、その時点でいる場所よりも相対的に安全である場

所へ直ちに移動等すること                                 

【各家庭、事業所における備蓄】 

・以下のような備蓄を行うことを促進 
 飲料水（１人１日３リットル最低でも３日分、可能な限り１週間分程度）の備蓄 
 食料・生活必需品（１人１日２食、下着、タオル等１週間程度）の備蓄 

【市による備蓄及び整備】 

・以下のような備蓄を行うことを推進 
 乳幼児、高齢者・障がい者、妊婦、食事制限のある方等にも配慮した被災想定人口の３

日分の食料の備蓄、または流通在庫での確保 
 災害対策要員（市職員等）の必要分としての常時３日分の食料、物資等の備蓄 
 感染症対策に留意した衛生物資の備蓄 
 要配慮者、女性、子供にも配慮した備蓄品の調達 

・断水に備えた水源地や配水池等における応急給水源の確保及び応急給水用資機材等の備蓄等 
・断水世帯に対した最小限必要量の１人１日３リットルの給水を目安とした給水体制の整備 

2-４ 生活救援対策の環境整備 

2-５ 罹災証明書発行体制の整備 

・罹災証明書の作成及び被災者台帳の作成を迅速かつ正確に発行するため、以下のような体制を整備 
 家屋被害認定士の確保等住家被害認定調査体制の整備 
 罹災証明書発行事務に関連する連携体制の確立  

・避難所管理・運営マニュアルについて、以下の内容を反映します。 
 新型コロナウイルス等の感染症への対応についての適宜反映 
 求められる指定避難所の住民主体での運営実施に関するマニュアルの周知、訓練等を通じた災害時

における避難所運営のための知識の普及 
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市は、災害が発生もしくは発生のおそれがある場合には、主に以下のような対策を実施します。              

3-1 緊急避難に関する計画 

      ３ 災害応急対策計画 

・危険地区における住民等の緊急避難誘導は、関係地域局又は市本部職員、消防団部が養父消防署、南但馬

警察署、自衛消防隊、区長等との協力・連携により実施 

・警戒を要する時期における「警戒レベル１～２、警戒情報」、「警戒レベル３、高齢者等避難」、「警戒レベ

ル４、避難指示」、「警戒レベル５、緊急安全確保」など、多段階的な関係住民及び事業所等施設管理者向

けの情報発信に伴う情報の不足・周知徹底不十分による逃げ遅れをなくす 

・躊躇なく避難指示等を発令できる全庁をあげた体制の構築 

避難情報等 居住者等がとるべき行動 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害発生又は切迫（必ず発令される情報ではない） 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえ

って危険である場合、緊急安全確保する。 

 

 

【警戒レベル４】 

避難指示 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害のおそれが高い 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所

から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き

避難又は屋内安全確保）する。 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等（避難を完了させるために時間を要する在

宅又は施設利用の高齢者及び障がいのある人等、及

びその人の避難を支援する者）は危険な場所から避

難（立退き避難又は屋内安全確保）する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控

えるなど普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準

備をしたり、自主的に避難するタイミングである。 

【警戒レベル２】 

大雨・洪水注意報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：気象状況悪化 

●居住者等がとるべき行動：自らの避難行動を確認 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

●居住者等がとるべき行動：災害への心構えを高める 

・大雨や強風による被害の発生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対して防災行政告知

システム等でわかりやすく適切に状況を伝達 
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3-2 避難所開設・運営計画 

・避難所の開設期間は以下のとおり 

 避難所の開設期間は発災後７日間 

 総合的な復旧対策、救援対策の実施により逐次退所できるよう、期間内の完了に努める 

 大規模災害発生時は、避難所の開設期間を発災後 28 日間以内とすることを目標 

・避難所の開設・運営の主な内容は以下のとおり 

 市職員又は施設所属職員（学校教職員を含む。）が施設入口を開錠し、

建物・施設の安全確認及び避難所開設を準備 

 開設及び運営の実務は市職員が実施 

 避難所となった施設の学校教職員は、避難所開設当初１週間をめやす

として市職員に協力し、避難所の運営要員となる 

 避難生活が中長期化する場合、避難者や区、自主防災組織等が自主的

に避難所を運営、市職員や学校教職員は運営の後方支援 

 避難所生活における男女のニーズの違い等、男女双方の視点で避難所

が確保できるよう男女共同参画を推進 

 在宅避難者、車中・テント泊等、避難所外避難者に対して、食料等、

必要な物資の配布、正確な情報の伝達等により生活環境を確保 

 指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防

止するため、女性や子供等の安全に配慮 

・新型コロナウイルス等の感染症への主な対策は以下のとおり 

 指定避難所等だけでは想定収容人員の不足が生じる等の場合、ホテル

や旅館等の避難所としての活用等を検討 

 十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置

の実施 

 ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活用して避難所

の混雑状況を周知 

 避難所開設にあたり、事前に運営スタッフの健康チェック・検温の実

施、十分な避難スペース等の確保、衛生物資等の設置の実施 

 受付前に避難者の健康チェック・検温等を行うほか、身体的距離の確

保、換気の励行、体調不良者等の分離など感染症対策に留意した避難

所運営を実施 

・避難所の開設・運営の詳細は、別途定める「養父市避難所運営マニュアル」

参照。 
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3-3 生活救援対策計画 

・飲料水の供給に関する主な基本方針等は以下のとおり 
 大規模災害発生直後の応急給水は、消火用水の供給及び病院・福祉施設等の緊

急給水を最優先 
 水道施設からの給水が困難な断水地域に対しては、市が確保した車両及び応援

派遣された給水車を集中的に投入・活用し、要員が運搬給水を実施 
 被災地において、水道施設がなく井戸等を使用している場合及び水道断水のた

め地区内の井戸を利用する場合、必ず井戸替え及び消毒を行ったものでなけれ

ば飲用しない 
・食料の供給に関する基本方針等は以下のとおり 
 大規模災害発生直後においては、病院・福祉施設等における緊急食料供給要請

に対する対応及び要配慮者等に対する供給を最優先 
 避難所を供給拠点として、避難所滞在者及び避難所外避難者（在宅避難者、車

中・テント泊等）向けに初期においては、炊出しもしくは備蓄保存食料を提供、

中期以降については、弁当の提供もしくは炊出しにより食料を供給 
・生活必需品の供給に関する主な基本方針等は以下のとおり 
 大規模災害発生直後においては、病院・福祉施設等における緊急生活必需品供

給要請に対する対応及び要配慮者等に対する供給を最優先 
 避難所を供給拠点として、避難所滞在者及び在宅避難者向けに初期においては

一時的滞在のために最低限必要な身回品の応急的な供給、また中期以降につい

ては、生活の自力再建を支援するために必要な生活必需品を供給 
 変化していく避難者ニーズの把握及びニーズに対応した物資の確保及び配布に

努め、生理用品、女性用下着の配布は女性が行うなど、物資の配布方法について

も配慮  
3-４ 要配慮者等支援計画 

・要配慮者に対する主な支援は以下のとおり 
 健常者に対する救援対策に対して、要配慮者の救援対策を優先して実施 
 外国人向けの救援対策が周知徹底されるよう、通訳・翻訳ボランティアを確保

し、広報・広聴活動に万全を期するとともに、食生活文化上の相違による二次的

災害が発生しないよう配慮 
 避難行動要支援者が円滑に避難のための立ち退きを行うことができるよう「避

難行動要支援者名簿」及び「個別避難計画」に基づき、本人の同意のない者につ

いても、「避難支援関係者等」への連絡は漏れなく実施 
 災害障がい者（災害で障がいを負った方）及び災害遺児（災害で親や保護者を亡

くした子ども）の把握に努め、必要に応じてこころのケア等の支援とともに、民

間支援団体等との連携により医療や各種支援に関する情報の提供、総合的な相

談を実施  
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3-５ 生活再建への支援 

・生活救済に当たっては、災害ケースマネジメントの考え方に則り、災害によって被害を受けた被災者一人

ひとりに寄り添い、生活状況やニーズ等を把握するとともに、それぞれの課題に応じた情報提供や人的支

援等の様々な支援策を組み合わせた個別の計画を作成し、関係機関等が連携して支援策を実施 
災害ケースマネジメントとは 

災害によって被害を受けた被災者一人ひとりに寄り添い、生活全体における状況を把握し、それぞ

れの課題に応じた情報提供や人的支援など個別の支援を組み合わせて計画を実施する取り組みのこ

と 

養父市地域防災計画 ダイジェスト版 令和４年３月 発行 

養父市 危機管理室 防災安全課 

〒667-8651 養父市八鹿町八鹿 1675  

TEL：079-662-2899 FAX：079-662-7491 

【防災安全課ホームページ】 

https://www.city.yabu.hyogo.jp/soshiki/kiki/bosai_anzen/index.html 

防災安全課 

ホームページ 

ＱＲコード 

平常時に確認しておくこと 

 
 

家族で防災について話し合いましょう 

家族の役割分担を確認 災害時の連絡方法を確認 

●

●

●

① 

危険箇所を確認 防災用具を確認 

非常持出品を確認 

●

●

●

避難経路を歩いて

みましょう 

自宅から避難場所まで実際に歩いて、河川のそばやがけに近い道等危険なとこ

ろがないか確認。また、避難経路は複数確認。 

②  
伝言を録音するには １ 
⇒ 伝言を吹き込む。 

伝言を再生するには ２ 
⇒ 伝言を聞く。 

雨量や河川水位情報の入手先 
★国土交通省「川の防災情報」 https://www.river.go.jp/index  

★国土交通省豊岡河川国道事務所「道と川の防災情報」 https://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/bosai/river/  

★兵庫県防災（気象）情報 http://web.bosai.pref.hyogo.lg.jp/ 

★気象庁「高解像度降水ナウキャスト」 https://www.jma.go.jp/bosai/nowc/ 

★養父市河川カメラ     https://www.city.yabu.hyogo.jp/soshiki/kiki/bosai_anzen/kasen/index.html 


